国土交通省への質問書

1.　リニア新幹線の公共交通としての必要性と在来線への影響について

　東海道新幹線の「経年劣化･改修や大規模地震対策」としてリニア新幹線の必要性が説明されています。しかし、人口減少の日本社会の中で、高速道路網や長距離バスも整備されてきています。貨物輸送でもないリニア新幹線の公共交通としての今後の必要性があるのでしょうか？　すでに東海道新幹線自体がその旅客輸送実績が頭打ちです。むしろ長年の自治体と住民の要望である中央線・飯田線・北陸線・身延線などの在来線の改善をはかることが災害時の代替路線としても有効です。また、リニア新幹線の開業に伴い関連地域の在来線がどう扱われるのかも心配です。リニア新幹線の公共交通としての必要性と在来線への影響についてお聞きします。

２.　リニア新幹線の採算性の見通しについて
　ＪＲ東海の山田佳臣前社長は２０１３年9月の記者会見で、「（リニア）は絶対にペイしない。それでも東海道新幹線の収入で建設費を賄っていけば、何とかやっていける」と発言しました。リニア新幹線の採算性はないと公言したのです。確かに日本社会は急速な少子高齢化を迎え、東海道新幹線も完成したリニア新幹線もともに採算性が取れないことが考えられます。JR東海は、この巨大プロジェクトに巨額な設備投資をしつづけ、さらに　国鉄時代からの長期借入金の返済もあります。また難工事の場合には予定資金を大幅に上回ります。経営上の困難さは当然だといえます。リニア新幹線にむかうJR東海の採算性と経営上の見通しを安全なものとお考えでしょうか、お聞きします。
3.　リニア新幹線の地方振興への経済的効果の予測について
　リニア新幹線の効果として、地方経済の活性･振興が掲げられています。各県･地元自治体では、その効果を過大に期待し「夢のリニア」を描いています。しかしリニア新幹線の目的は大都市間の旅客の高速輸送です。中間駅は1時間に1本の停車であり、過大な期待はできないと思われます。むしろストロー現象で東京に引き寄せられ、地域の生活圏が破壊され、今後、自治体の半数以上が消滅の危機までいわれている事態では、地域経済の疲弊を加速化させるのではないでしょうか。リニア新幹線における地方振興の効果の予測をお聞かせ下さい。また、これまでの新幹線交通網の中で活性化した都市や地域がありましたらお教え下さい。
4．　リニア新幹線の国および自治体の公費投入について

　ＪＲ東海の「リニア中間駅のイメージ」をみると、駅員もいない、待合休憩所もない、乗車券も購入できない「駅」であり、営業も安全性も何もない「駅」です。必要なら「地元等の負担」としています。これをみてもＪＲ東海はリニア新幹線工事とその後の運営について、多額の国および自治体の公費負担を求めていることは明らかです。ＪＲ東海は「全額会社負担で建設する」ことを前提として整備新幹線として事業認可された経過があります。また自治体内の多額な公費負担を危惧する声をこれによって抑えてきた経過もあります。それがいつの間にか、ＪＲ東海は多額の公費負担を前提に工事と事業運営を考えています。国会や自治体議会の中にも公費負担をもとめる声が上がってきています。また自治体財政が厳しい中で地方財源が今後１０年以上にわたって長期投入されることによって、自治体における福祉・教育など住民生活予算が圧迫される恐れが強くあります。国および自治体の公的財政投入を行うことが想定されているのかどうか、お聞きします。
5．　リニア新幹線の工事計画について

このリニア新幹線計画は、南アルプスにトンネルを掘るという難工事を、極めて短期間に行おうとするために、工区を細かく分け、斜坑口を増やし、発生残土を増やし、南アルプスの自然に不可逆的な被害をもたらし、沿線住民の生活環境を破壊し、かつ工事費をとてつもなく膨大にしています。なぜそこまで２０２７年開業にこだわるのでしょうか。また、沿線住民からは、環境調査の追加や工事車両の走行ルート、関連施設の場所などの変更を求める意見が多数見られます。国土交通省として工事計画の変更を指導することは検討されていますか。特に残土処分の詳細がはっきりしなくても事業認可するのでしょうか、お聞きします。
６.　リニア新幹線の防災体制について
①　中間駅が予定されている甲府市大津町周辺は水害の危険性も高く、液状化しやす

く、毎年地盤沈下がつづく地域です。またリニアの沿線となる甲府盆地の南部などリニア沿線予定地は活断層群地域であり災害上のリスクが極めて高い地域です。
②　過去の東海地震の際に南アルプス地域では大規模崩壊が生じており、しかも南海トラフ地震の発生確率はM８～９クラスの規模の地震が、30年以内に、70％程度と、高い確率で予想されています。評価書資料編「大規模崩壊を懸念すべき状況にない」という静岡県の評価書資料編の記述は理解できません。
3 環境大臣意見に含まれていなかった内容のうち、深層崩壊の危険度などは、国交
省の管轄だと思われます。大鹿村の工事計画については、長野県知事意見として、地形・地質上のリスクが大きい場所における地上構造物の見直しを求めています。静岡の扇沢の残土置き場についても、知事意見で山体崩壊を招くおそれがあるとされてい　　　ます。国交省として、砂防や土砂災害防止の観点から是正を指示されるのでしょうか。
4 ＪＲ東海は「地下トンネルだから地震には強い」としていますが、大規模地震の
場合の検証がされていません。特に南アルプス地層はきわめて複雑であり隆起活動もやんでいません。山岳部トンネルの避難対策は杜撰であり安全なものとはいえません。
⑤　リニア新幹線は、都市部では大深度地下を利用するとしています。この工事内容とそのリニアの使用についての関係住民への説明をすべきです。とくに掘削工事に伴う影響と共に、地震と津波による今後の安全対策も明らかにすべきです。
7.　リニア新幹線の環境影響について

①　環境大臣意見はすべて国交大臣意見に反映されると考えてよいのでしょうか。
②　修正された評価書が環境大臣意見や国交大臣意見を十分に勘案していない場合、再度、評価書の修正を命じることはありますか。
3 評価書の修正内容が地域住民から見て不十分で納得できないものである場合、国交
省として事業認可しないことはありますか。
4 東京－名古屋間の286ｋｍのうち246ｋｍがトンネルです。トンネルに付随する建設発生土（工事残土）は膨大な量（6350万㎥）といわれ、その置き場の特定と処理方法と自然環境や住民生活への配慮はどうなっていますか。
5 トンネル工事による地下水に与える影響は大きいものがあります。知事意見・環境大臣意見においても重大な危惧が明らかにされました。特に静岡県知事がもとめた大井川流域の7市２町の用水に影響する毎秒２トンの水量減少に対しての対応はどのようにされますか。
6 リニア新幹線は、従来の鉄道とまったく異なる超電導磁気浮上方式です。過大な電力を消費すると共に、強い磁場の発生は人体に有害な電磁波を放射します。しかし、ＪＲ東海は高い周波数の計測データの公表や疫学的な検証もされていません。利用者・住民に理解ができる説明をすべきです。

⑦　リニア中間駅が建設される各自治体では「夢のリニア」を想定し公共土木事業が次々に計画されていますが、これらによって生活環境と自然環境がさらに破壊される恐れがあります。健全で安全な国土の維持との整合性はどうなっていますか。
8.　一貫した住民への責任体制について
リニア中央新幹線には全国新幹線法が適用されていますが、リニアは従来の新幹線とは全く別の交通手段であり、地元自治体が計画に関与することのできないJR東海という民間企業による単独事業にすぎません。住民に対しては、ときには「民間事業だから」とされ、ときには「国策事業だから」となり、ときには「地域自治体の公的事業だ」とされては、一貫した住民への責任の所在が不明確となります。国土交通省として責任体制の明確化をどのようにお考えなのか、お聞きします。
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